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* 
 経営学が社会科学の一翼を担っている、ということについては大方の首肯を得られるとは思
う。しかし、その記述の多くは、日常言語と見分けのつかない言葉で綴られている――そうで
ない例がかなりあるとしても――。もちろん、当該学問の対象が、人々が日々、体験している
ことであるがゆえに、このこと自体は否定されることではない。しかし、限定的な意味づけを
行わずに、多義的な日常言語をそのままの型で学問レベルの記述に導入することが、経営学の
議論において多くの混乱を生んでいるのも事実である。 
 日本経営学会第81回大会の統一論題サブテーマ①「新しい企業価値の探求」のシンポジウム
で、三戸浩氏の統一論題報告「『新しい』『企業価値』とは」に対してなされた、当該報告に対
する討論者である小松章氏の発言は、その一例である。その大要は以下のようなものである。 
 三戸氏の議論は、「企業価値」が数値化しやすい企業の経済性で測られるという昨今の流れに
対して、測りにくいのは承知のうえで、企業の社会性における評価の重要性を、社会の中のス
テークホルダーへの応答との関連で強調するものであった。 
 これに対して、小松氏は、プレミアム・ガソリンとレギュラー・ガソリンを取り違えて販売
した石油会社が、前者の価格で支払いながら実は後者を給油されていた顧客に対して、自己申
告により差額を払い戻すという措置をとったときに、想定される取り違え数よりも遙かに多く
の申告者がいたという現実を引き合いに出して、そのようなステークホルダーがいる社会にお
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いて、ステークホルダーへ応答することによって社会性を企業が反映すべきである、という主
張の意義を、三戸氏に問うたのである。 
 確かに、社会性について厳密な定義はなされていなかった。社会には、なるほど、さまざま
な考え方、そして行動様式を持った人々がいる。しかし、日常用語の「社会人」や、少々、学
術的である「社会化」という言葉に見られる「社会」には、ある種の規範意識の共有が当然に
想定されているのではないだろうか。三戸氏は、この前提のもとに企業の「社会性」を語った
のであろう。詐欺的な行為を働く人間は、社会の中にいるのは当然としても、彼らは反
．
社会人
なのであって、企業が応答すべきステークホルダーには入らない。 
 揚げ足とりでなかったとしたら、小松氏の提議は、「社会」という言葉について当然のことと
してきた共通認識が揺らいでいる徴候と考えざるをえない。もちろん、汎社会的な規範意識が
かつてのようではなくなってきていることについては、衆目の一致するところであり、続発す
る企業不祥事の一因がそこにあることも否定することはできない。だからといって、企業が社
会性を反映すべきという言の「社会」に、規範意識を欠いた「社会」の意味を含めることが肯
定されるとは思えない。ただし、筆者が、汎社会的な規範意識のすべてが従前通り共有される
のが望ましいと考えているのではない、ということを誤解を招かないために付け加えておきた
い。 
 
* * 
 前置きが長くなったが、それは、社会がある種の規範意識の共有によって性格づけられる、
言い替えれば、規範意識が共有される範囲が１つの社会であり、それを共有している人々が社
会の構成員たりうる、ということを述べるためでもあった。その点で、社会は「閉じている」
のである。かつて、筆者は、「社会としての経営体」という観点を提議した。ここで、できるだ
け簡潔にそれを振り返っておきたい。 
 「経営体」という言葉は、組織体という言葉ほどには人口に膾炙しているとは言えない。そ
れは、山本安次郎氏が構築した経営学理論に言及する際に、必ずと言っていいほど用いられる
言葉である――もちろん、他に例がないわけではないが――。氏の理論体系†は、日本の経営学
の歴史の中で、その体系性において一頭地を抜いている。それは、氏の記述における独特な用
語法にもあらわれている。もちろん、経営学であるから、むしろ、日常的に目にする言葉が用
いられてはいるのだが、経営学にしてはめずらしく、それぞれの言葉が厳密に定義されている
のである。 
 「経営体」を構成するのは、「企業」、「事業」、「経営」である。日常では、「企業」と「会社」
の差異を意識することはあまりない。もし、使い分けるとしたら、企業は経済学の文脈で、会
社は法律学の文脈で、というくらいであろうか。しかし、山本氏による「企業」の定義をごく
                                                          
† 山本安次郎氏は、その生涯に数多くの著作を残したが、その理論体系のエッセンスは、加藤勝康編集代表『経
営学原論（山本安次郎博士喜寿記念論集）』文眞堂、1982年、に見ることができる。特に、その第２章：山本
安次郎「経営存在論」、第３章：片岡信之「経営構造分析―事業・企業・経営」、および第４章：加藤勝康「経
営（体）構造とその発展」を参照のこと。 
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簡潔に述べると、それは「資本の結合」である。人格的には、出資者ということになろう。「企
業」が、その資本を投下する対象が「事業」である。出資者がその元手で何をするか、の「何」
である。「経営」は、事業を首尾良く遂行し、そして資本が順調に回収されるように、さまざ
まな役割を果たす。 
 この三者の力関係は、一般的に言えば、歴史的に移り変わってきたし、個別・具体的に見れ
ば、現在においてもさまざまである。数多ある法人格を持たない個人企業では、「企業」すなわ
ち元手は、「経営」者のものであるし、「事業」は「経営」者によって決められ、遂行される。
回収された資本も、その「経営」者のものである。「『経営』者」は、その一身に三者を体現し
ており、「経営体」そのものとなっている。 
 では、巨大な規模を有する法人としての株式会社形態をとる「経営体」では、三者の関係は
どうなっているだろうか。株式の分散や、特に日本において数多くの例を見た株式の持ち合い
によって、「経営」が圧倒的に優位に立った時代があった。アングロ・アメリカ流のグローバル
化によって、「企業」へと重心が移っている様子は見られるが、少なくとも日本では、「企業（＝
株主）」は、別の「潜在的企業（＝現在の株主に取って代わろうとする出資希望者）」に対して、
「経営」が株主総会に提案する買収防衛策を否決するという例はあまり見られない。 
 しかしながら、現在の事態は複雑であり、分析してもし尽くせるものではない。ここはその
場でないとして論を進めることとすると、このように経営学において三者の関係が論じられる
際には、「所有と経営の分離」ないしは「所有と支配の分離」の文脈で、「企業」と「経営」に
目を向けられることが多かった。「企業」によって牛耳られる「経営体」か、「経営」によって
動かされる「経営体」か、というわけであるが、山本氏は、もう一歩進んで、「事業」によって
主導される「経営体」という考え方を提唱したのである。 
 それは、「経営」が主導する「経営体」という現象が、少なくとも大規模な株式会社において
は一般的になった、すなわち経営者が出資者からかなり独立した力を持つようになった時代に
おいては、「経営」の正当性は、「経営体」が社会と直接にかかわる場である「事業」を通じて
こそ確保される、という認識に基づいていた。「経営」が選択し――「企業」がそうするので
はない――、そして遂行する「事業」の在り方が社会の期待を充足するものであってこそ、「経
営」は「経営体」において大きな力を有することを認められるのである。より直截的に言うな
らば、経営者を任免するのは社会である、ということになる。 
 筆者の「社会としての経営体」という観点は、この山本氏の構想に全面的に依拠したもので
ある。ただ、「社会の中の
．．．
経営体」ではなくて、「社会としての
．．．．
経営体」としたのは、現在の巨
大な株式会社が行っている「事業」は、社会の中の単なる一部というにとどまらず、社会その
ものと重なり合うほどのものになっているという事情を、より強調するためであった。 
 これは、昨今の事象と照らし合わせても、さほど異様な観点とは思えない。つまり、現在の
巨大な規模の事業活動は、空間的に地球大に広がっているというのは当然として、時間軸上で
も、製品ないしサービスが顧客に購入される時点で事足れりではすまされないようになってき
ている。リサイクルの問題は典型的であるが、サービス産業においても、電力会社は顧客が電
気を使ってくれさえすれば、事業活動として万全というわけでは決してないし、保険商品が売
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れればそれでよしというわけではないことは、保険会社が近年思い知ったところである。販売
時点では、それほどまでに長期間使用されるとは想定されなかった家庭電化製品、そしてガス
機器に対しても、製造者の責任が問われる時代である。事業活動への社会の責任の問い方が変
わってきており、その活動は予想できない将来にまで続くものである、という認識のもとに行
われねばならなくなっている。そのような要請に応えられない「経営体」は業績の大幅な低下
を余儀なくされ、その経営者が退場を強いられることもしばしばである。 
 
* * * 
 ここ20年ほどのことであるが、企業活動と社会との関連の重要性について、企業† †とステー
クホルダーとの関係に照らして論じられることが目立ってきた。 
 その議論の中で、ステークホルダー像も変容してきた。当初、それらは、企業がその目的を
達成するにあたっての制約とみなされた。たとえば、ステークホルダーたる顧客の機嫌を損ね
れば、不買運動を起こされたり、反企業キャンペーンを張られたりすることで、業績に影響す
るので、顧客の要求を充足するように努力せねばならない、というようにである。しかし、次
第に、このような機会主義的な考え方はなりをひそめて、さまざまなステークホルダーの要求
を充足するのが、企業目的そのものである、と論じられるようになった。 
 ただし、そのような変容を経てはきたものの、そしてステークホルダー論において多くのバ
リエーションが提唱されてはきたものの、依然として、当該理論が「企業と
．
諸々のステークホ
ルダー」という枠組みのもとにあることには注意しなくてはならない。よくよく見ると、この
枠組みは「企業」と「ステークホルダー」を別々の実体としてとらえているのである。 
 もっとも単純なステークホルダー・モデルは、企業と諸々のステークホルダーの関係を、中
心に企業を置き、そこから放射状に各ステークホルダーを配置して描いている。このような図
を見るときには、そのように図示した論者は、いずれかのステークホルダーが欠けたとしても、
企業という実体が存在しうる、と考えていると想像せざるをえない。しかし、総体としての顧
客が欠けたとしても残存する企業とは何なのか、あるいは総体としての従業員が欠けたとして
も残る企業とは何なのか、総体としての株主が欠けても残る企業とは、･･････と問われたとき、
どのような答えが返ってくるのだろうか。おそらく、答えられないだろう。つまり、このよう
なモデルは理論的に破綻しているのである。 
 では、少々、複雑なバージョンがあるとしても、なにゆえに、依然として「企業と
．
ステーク
ホルダー」モデルが幅をきかせているのだろうか。それは、おそらく、何が、あるいは誰がス
テークホルダーであるのか、を決める主導権を企業が握っておきたい、という理由のためだろ
う。しかし、前述した「社会としての経営体」へと、現在の企業が移行しつつあるとすれば、
このような考え方は捨てざるをえなくなる。企業を存続させ、ある種の存在たらしめるのは社
会の側なのである。このような事態を表すものとして、「諸々のステークホルダーからなるWeb
                                                          
†† ステークホルダー論に関する項では、企業を、概ね「経営体」の意味で用いている。 
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としての企業」という概念が提唱されている† † †。 
 「諸々のステークホルダーからなるWebとしての企業」とは、顧客、従業員、取引先、地域
社会、株主、そして経営者といった諸々のステークホルダーが織りなす「関係」こそが企業で
ある、と見るものである。このように考えると、あるステークホルダーがそっぽを向くと、こ
の関係そのものが破壊され、すなわちWeb（網）が破れ、その網としての企業が消失するとい
う事態を視野に含めることができる。 
 諸々のステークホルダーの関係としての企業の在り方、すなわち関係性は、各々のステーク
ホルダーによって取り結ばれる関係のありさまでもって表される。さて、顧客、従業員、地域
社会、株主･･･等々と各々のステークホルダーは、「類」としてとらえられがちであるが、現実
を省みると、「関係」としての巨大な企業活動の中に、顧客としてだけ、あるいは株主としてだ
け、そして･･･としてだけ関係するヒトはいないだろう。具体的な１人１人のヒトは、ステーク
ホルダーとしては複数の主体として、そのつど「関係としての企業」を構成していくのである。
そうすると、この関係性は、企業規模、つまり関係の範囲が広がれば広がるほど、社会といっ
たものに近づいていくことになる。この関係が、山本経営学における「事業」活動と相似であ
り、この関係をもっとも意識的に維持・発展させようとするのは、「経営」、そしてそれを体現
するステークホルダーが経営者・管理者であるのは言うまでもないが、他のステークホルダー
も、大なり小なり、その関係に文字通り「賭け」ているのである。 
 
* * * * 
 ここで、前に述べた「社会は閉じている」という命題に戻ってみよう。関係としての経営体
は、諸々のステークホルダーが関係を取り結ぶことによって成り立っているが、そこに「賭金」
を投じることによって、ある種の共通意識が成立していると言えよう。この点において、関係
としての経営体も「閉じている」のである。 
 このように論じると、当然のように、「閉じている」ものが変化しうるのか、という問題が提
起されるだろう。これに対しては、一般的には、各々のステークホルダーの意識の変化によっ
て、関係性、そしてそこに成立している共通意識の在り方が変化するというように説かれる。
しかし、あくまで形式的ではあるが、今一歩、考察をすすめるならば、それだけでは済ませら
れない面が残るのである。 
 重要なので繰り返しておくと、ある種の規範意識の共有によって閉じているのが社会である
ように、ある種の共通意識のもとに賭金を積んでいる諸々のステークホルダーからなる「閉じ
ている」関係が経営体である。そうすると、ステークホルダーの意識が変化することと、関係
が変化することとはトートロジーに過ぎない。「しかじかのようにやってきた２人」が、「し
かじかのようにやっていけなくなる」のは、２人のいずれかが変わったということよりもむし
                                                          
††† Rosenthal, S.B., and Buchholz, R.A., Rethinking Business Ethics: A Pragmatic Approach, Oxford University Press, 
2000. 岩田浩・石田秀雄・藤井一弘訳『経営倫理学の新構想―プラグマティズムからの提言―』文眞堂、2001
年、の第10章「プラグマティズムと企業に関する今日の経営倫理学のパースペクティヴ」の「ステークホルダ
ー理論」の項（pp.149-157, 192-200ページ）を参照。 
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ろ、２人の関係性、そこに成立していた共通意識が変わった、ないしは消失したということな
のである。 
 「閉じている」からこそ、社会は、そこへのメンバーシップを与えるために人々を社会化し
たり、ある種のことがらを反社会的と断罪したりすることができる。この点は「関係としての
経営体」も同様である。しかし、「社会的／反社会的」を区別する基準が不変のものではない
ように、「関係維持／解消」の基準も不変のものではありえない。この事態は、その基準、な
いし共通意識に体現されている関係性が、その関係とは別のところに常に曝されているのでは
ないか、ということを想起させる。 
 「関係維持／解消」が、いわゆる企業活動の正当性のいかんによって決定されるとすると、
そのテーマに関しては、おおよそ1970年代より、経営ないしは企業の社会的責任の問題として
論じられてきた。今日ではCSR（Corporate Social Responsibility）問題と言い替えられて議論の
テーマとなっているものであるが、いずれにせよ、いわゆる企業の行動を制約する、あるいは
正当化する枠組みとして「社会性」ないし「社会の意識」を措定していると考えられる。しか
し、ここまでで述べてきたように、「経営体」の規模や活動範囲が、社会大と言っていいほどに
巨大なものとなって、むしろ「経営体」が、社会の共通意識を変えるような事態すら容易に想
像される現在の状況において、その枠組みは、はたして有効であろうか。また、蛇足ではあろ
うが付言しておくと、従来の「社会」概念は、いわゆる国民国家（nation state）を暗黙裏に想
定して作り上げられたものである。巨大な「経営体」が、その境界を越えて活動していること
は、とうに周知の事実である。 
 したがって、「関係維持／解消」にかかわる共通意識ないし関係性が問われる「場」、言い替
えれば、その関係性が曝される「外部」がありうるか、あるとすればいかなるものか、が問わ
れねばならない時期が到来しているのではないだろうか。これは、社会の規範意識が問い直さ
れる「場」に関する問題としても考えられるものである。 
 さて、そのような問いに答えることは容易ではないが、この小論では、「公共」をそのような
「場」として考える可能性についてだけふれておきたい。「公共」なるものをどのように考え
るかについては、学問分野によって、またいわゆる「国民性」の相異によってさまざまである
ことは言うまでもない。日本では、それは「国家」や「官」と同義に用いられることも多かっ
た。経済学では、いわゆる「市場の失敗」を補完する「公共財」との関連で論じられることが
多いようである。 
 ここでの「公共」は、そのような概念として考えられているのではない。それは、秘される、
ないし秘すことができるprivateなものに対する
．．．
概念である。その性格――それが「公共性」と
いうことになろうが――については、改めて論じなくてはいけないが、ともかくも、そこでは、
あらゆるものが、あらかじめ予想できない何か、ないし誰かに曝され、そして問いかけられ、
応答を迫られる。そのような事態は、極めて緊張を強いられるものであろうし、何らかの解決
がありうると期待できるものでは、さらさらない。しかし、現在の「経営体」、そしてそれを維
持・存続させる関係性は、このような厳しい状況を前提として、はじめてその正当性を云々で
きるものとなるのではないだろうか。 
